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欧米を中心に、企業に人権対応を義務付ける法規制が

強化される中、日本でも多くの企業が人権デューデリ

ジェンス（人権DD）への対処を迫られています。人権

DDの対象には自社グループ以外の取引先で発生した強制

労働や児童労働などの人権侵害も含まれることから、海

外にサプライチェーンを持つ企業が人権DDに取り組む際

は、まず人権リスクの高い国や業種を見極め、対応優先

度が高いと判断される対象範囲を設定することが必要と

なります。

このことは、企業にとってサプライヤーが所在する国

や業種が多様であればあるほど、人権DDの優先順位をつ

けるハードルも高くなることを意味します。
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・直接取引のないサプライヤーも調査対象に

・海外サプライヤーを対象にした人権DDの難しさ

・実効性のある人権DDのために当社がお役に立てること
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実効性のある人権DDのために当社がお役に立てること

Intelligence Company
「企業のための専門情報組織」

2009年
設立

7,000件超
調査実績

1,000社超
取引企業

80所超
取引弁護士事務所

600件超
年平均案件

30ヵ国超
海外調査実績

28名他
Professional

84万超
独自DB情報
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『海外サプライヤーにおける人権リスクを
いかに洗い出すか』

海外サプライヤーを対象にした人権DDの難しさ

JPR&C
Research&Consulting

事業活動に人が関与する限り、人権リスクをゼロにすることはできません。当社は以

下のサービスを通じて、皆様の人権DDの実効性を高めるサポートを提供しています。

海外に複雑に張りめぐらされたサプライチェーンの潜在的な人権リスクを可視化し、

いかに人権DD対応の優先順位を付けるか―。この難題に対処するには、日々変化する

各国の人権状況をめぐる正確かつ迅速な情報収集が欠かせません。集めた情報を的確に

分析し、人権リスクが指摘される国や業種を洗い出して対応優先度高い対象を選定した

段階で初めて、人権DDのスタートラインに立つことになります。

こうして調査対象を設定したとしても、実際の調査で二次・三次サプライヤーなど直

接の契約関係がない取引先まで対象に的確な情報を集め、人権リスクの有無を調べるこ

とは容易ではありません。多くの企業がアンケート調査を実施していますが、状況に

よってはサプライヤーが正確に質問に答えず、事実を隠蔽するリスクも考えられます。

人権DDの実効性を高めるには、サプライヤーへのアンケート調査のみに頼るのではな

く、専門家による現地調査のほか人権問題に取り組むNGOからのヒアリング調査など、

複数の手段を組み合わせることも必要となってきます。

INTELLIGENCE

【事前調査】

・公的機関や世界1万超のNGO団体が日々更新する人権リスク情報などを網羅した独自

のデータベースに基づく国・業種別の人権課題マッピング。

【本調査】

・世界のNGOやニュース情報などへのアクセスを通じた調査対象サプライヤーの人権リ

スク情報の抽出。また、リスクが顕在化・潜在化するサプライヤーに対する詳細調査。
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